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凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について（１／４）

平成２５年５月３０日 第３回汚染水処理対策委員会

汚染水処理対策委員会から提出された報告書に対し、原子力規制庁としての見解を提示した。
なお、凍土方式遮水壁は、地下水流入量抑制のため、地下水バイパス、建屋近傍のサブドレンによる
水位管理等の対策に加え重層的に講じる対策として検討されたもの。その一部を以下に記載。

詳細は、「汚染水処理対策委員会の報告書に対する見解について」【参考２】を参照ください。

平成２５年１０月２５日 第８回汚染水処理対策委員会

規制要求のポイントを提示した。その一部を以下に記載。

詳細は、「東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策に関する規制要求のポイント（案）」【参考３】を参照ください。

平成２５年１０月３０日 第１５回特定原子力施設監視・評価検討会

経済産業省よりこれまでの検討状況について報告。

・本年１２月までに施工計画等が策定されることとなっているが、詳細な技術的検討を十分に
加え、実行可能なものとして策定し、早期に具体化することが必要。

・施工計画等で具体化する対策は、実施計画に反映し申請のこと。対策に係る安全性等につ
いて的確に評価・確認していく。

汚染水対策は、タービン建屋等の内部に滞留する高濃度の汚染水が地下水位の変動によっ
て周辺の地中に漏出しないよう設計・計画されていること。
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凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について（２／４）

平成２５年１２月３日 第１０回汚染水処理対策委員会

汚染水処理対策委員会における、これまでの議論に対する原子力規制庁の見解を提示した。
その一部を以下に記載。

詳細は、「これまでの議論に対する現時点での主な見解について」 【参考４】を参照ください。

平成２６年１月３１日 第１７回特定原子力施設監視・評価検討会

規制要求のポイントを詳細化したものとして、審査の視点を提示した。

詳細は、「東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策に係る審査の視点（案）」 【参考５】を参照ください。

平成２６年３月７日

実施計画 変更認可申請【参考６】

平成２６年３月３１日 第１９回特定原子力施設監視・評価検討会

および 平成２６年４月１８日 第２０回特定原子力施設監視・評価検討会

凍土遮水壁の概要について、経済産業省と東京電力から説明。

・タービン建屋等の汚染水が地下水位の変動によって、周辺の地中に漏出しないよう設計・計
画されていることが必要。

・対策に係る安全性等について的確に評価・確認していく。
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凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について（３／４）

平成２６年４月２５日 原子力規制庁から東京電力に凍土方式遮水壁に関する質問事項を提示

第19、20回特定原子力施設監視・評価検討会の審議を踏まえ、外部専門家及び原子力規制庁の質問事項を
取りまとめ、東京電力に提示した。その一部を以下に記載。

詳細は、「凍土方式遮水壁による汚染水対策に関する東京電力（株）への質問事項」【参考７】を参照ください。

平成２６年５月２日 第２１回特定原子力施設監視・評価検討会

事前に示した質問事項に対する東京電力からの回答を審議

平成２６年５月２６日 第２２回特定原子力施設監視・評価検討会

原子力規制委員会の島﨑委員と地盤工学等の外部専門家４名を加えて、地盤沈下等に関する事項について、
集中審議を行った。

詳細は、「凍土方式遮水壁による地盤沈下の可能性等に係る議論に当たっての論点整理について」【参考８】を参照ください。

・地盤沈下が起きる可能性など、建屋の支持基盤等への影響の評価について
・水位計測について、具体的な方策とその有効性について

その結果、
「論点は残っているが、最も懸念された地盤沈下については概ね確認できたことから、東京電力が一部工
事に着手する考えがあるのであれば、この着手を妨げるものではない」との結論。
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凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について（４／４）

平成２６年５月２７～３０日

東京電力から着手する工事の計画について説明があり、

詳細は、「工事の着手等」【参考９】参照ください。

平成２６年６月６日 第２３回特定原子力施設監視・評価検討会

地下埋設物等への考慮、地下水及び建屋内汚染水の水位管理等について

今後の対応

引き続き、残る懸念事項について、審査を継続する。

以上の経緯の詳細については、「凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について」【参考１】参照ください。

書面及び現地確認の結果、

• 事業者における対策が十分に行われるのであれば、地下埋設物等に対する影響が懸念
されないこと

• 対策が十分に機能せず、地下埋設物等の既存施設を損壊した場合においても必要な対
策が講じられていること

から、

５月３０日、東京電力に対し先行する工事について妨げるものではない旨回答。
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凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について

平成２５年５月３０日 第３回汚染水処理対策委員会

「汚染水処理対策委員会の報告書に対する見解について」【参考２】

平成２５年６月３日 第９回原子力規制委員会

汚染水処理対策委員会の取りまとめ結果について報告

平成２５年１０月２３日 第２８回原子力規制委員会

「東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策に関する規制要求のポイント（案）」【参考３】

平成２５年１０月２５日 第８回汚染水処理対策委員会

「東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策に関する規制要求のポイント（案）」【参考３】

平成２５年１０月３０日 第１５回特定原子力施設監視・評価検討会

「東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策に関する規制要求のポイント（案）」【参考３】。経済産
業省よりこれまでの検討状況について報告。

平成２５年１２月３日 第１０回汚染水処理対策委員会

「これまでの議論に対する現時点での主な見解について」【参考４】

平成２６年１月３１日 第１７回特定原子力施設監視・評価検討会

「東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策に係る審査の視点（案）」【参考５】
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平成２６年３月７日

実施計画 変更認可申請【参考６】

平成２６年３月３１日 第１９回特定原子力施設監視・評価検討会

平成２６年４月１８日 第２０回特定原子力施設監視・評価検討会

平成２６年５月２日 第２１回特定原子力施設監視・評価検討会

「凍土方式遮水壁による汚染水対策に関する東京電力（株）への質問事項」【参考７】

平成２６年５月２６日 第２２回特定原子力施設監視・評価検討会

「凍土方式遮水壁による地盤沈下の可能性等に係る議論に当たっての論点整理について」【参考８】。原子力
規制委員の島﨑委員と地盤工学等の専門家（４名）を加えて審議し、「論点は残っているが、最も懸念された
地盤沈下については概ね確認できたことから、東京電力が一部工事に着手する考えがあるのであれば、この
着手を妨げるものではない」との結論。

平成２６年５月２７～３０日

東京電力から着手する工事の計画について説明があり、３０日、原子力規制庁において最終確認。【参考９】

平成２６年６月６日 第２３回特定原子力施設監視・評価検討会

地下埋設物等への考慮、地下水及び建屋内汚染水の水位管理等について

凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について
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書面及び現地確認の結果、

• 事業者における対策が十分に行われるのであれば、地下埋設物等に対する影響が懸念
されないこと

• 対策が十分に機能せず、地下埋設物等の既存施設を損壊した場合においても必要な対
策が講じられていること

から、５月３０日、東京電力に対し先行する工事について妨げるものではない旨回答。

なお、工事の実施に当たっては、作業エリアの空間線量を考慮するとともに、労働安全（作業
に伴う事故、熱中症など）についても配慮することが重要。

東京電力から、

• 地下埋設物の貫通箇所以外の凍結管の設置工事、冷凍プラントの設置工事について先行し
て行うとともに

• 地下埋設物の貫通箇所については、実施計画の認可後に工事に着工する
旨の説明。

工事の着手等 参考９
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